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東邦銀行のＰＰＰ・ＰＦＩの取組み
～福島県の地方創生実現に向けて～

東邦銀行 法人営業部 駒木根奈央



駒木根奈央

平成19年4月 東邦銀行入行
平成24年9月 東邦銀行法人営業部へ配属
平成26年9月 東洋大学大学院経済学研究科 公民連携専攻 入学

根本ゼミ、五十嵐ゼミに所属
平成28年9月 9.5期生として同大学院修了

【東洋大学 公民連携専攻のご紹介】

＜東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻パンフレットより抜粋・事例＞

◆公民連携に携わる様々な分野の社会人学生が同大学院で学ぶ。
◆公民連携専攻長の根本祐二教授はじめ、金谷教授など多彩な教授陣の元で、多角的に公民連携を学べるカ
リキュラム。

◆千葉県富津市や静岡県熱海市等へのヒアリング等を実施し、より実践的な事例を学ぶ。
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Ⅰ．東邦銀行のＰＰＰ・地方創生

への取組み
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なぜ東邦銀行がＰＰＰ・ＰＦＩに取組むのか？

１．「すべてを地域のために」
福島県を基盤とする当行は、「福島県の地域活性化無くして成長なし」
⇒「すべてを地域のために」というコーポレートメッセージのもと、地方
公共団体様等と連携し、グループ企業も含め一丸となって「ふるさとふ
くしま」を応援。

２．地域企業支援
福島県内での雇用の場の創出や、更なる地場産業育成サポート
⇒新しい公共事業の形態であるＰＦＩへのサポートを通じて、更なる地域
企業育成を実践し、雇用を創出。

３．地域課題解決に有効
人口減少社会や社会構造の深化により、地域の課題は多様化。
⇒行政セクターが担っている施策に、民間企業やステークホルダーが一体
となり施策を展開することで、住民の方々が「住んで良かった」と感じ
られるまちづくりをサポート。
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当行と県内地方公共団体様との連携

・福島県を含む県内27地方公共団体と締結
（H29.11現在）

・経済、観光、暮らしなど様々な分野に
ついて連携

・福島県のほか県内市町村へ地方版
総合戦略策定に係る施策を提案

（含PPP・PFI関係施策）
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県内地方公共団体様との包括連携協定締結

協定締結の状況

◆地方創生の実現のため当行と地方公
共団体様が情報を共有し、連携して
施策を推進。

◆福島県様をはじめ、県内１３市、１
２町及び１村の合計２７地方公共団
体様と締結済（県内約半数）。

◆各地方公共団体様の「地方版総合戦
略」の目標（ＫＰＩ）達成のため当
行が支援。

◆企業誘致、イノベーションコースト
構想（ロボット産業集積）、再エネ
ルギー産業集積等への支援。

◆創業支援や地域企業の育成支援。
◆観光を通じた交流人口拡大への取組
み支援や婚活支援。

◆地方公共団体職員様に対する勉強会
の開催や各種教室の開催。

主な具体的取組み
川俣町様との協定締結式：ゆるキャラ「小手姫様」と一緒に

国見町様の中学生を対象とした当行野球部による野球教室
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ネーミングライツ取得

「とうほう・みんなのスタジアム」

◆福島県様所有のあづま陸上競技場
（福島市）のネーミングライツを取
得。

◆期間は平成２５年５月～平成３０年
３月まで。

◆福島県様所有の福島県文化センター
（福島市）のネーミングライツを取
得。

◆期間は平成２８年４月～平成３３年
３月まで。

「とうほう・みんなの文化センター」

スポーツ振興の架け橋に

文化振興による地域活性化を目指す
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ＰＰＰ・ＰＦＩの案件形成に向けた取組み

「ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」の開催

◆人口減少社会・税収減により、地方
公共団体様が保有する公共施設の複
合化や再整備が急務。

◆地方公共団体様・民間企業様・当行
が一体で、具体的案件の創出に向け
当行主催で 「ふくしまＰＰＰ／Ｐ
ＦＩ研究会」を開催。

公共施設等総合管理計画の進捗支援

◆廃校活用、公営住宅の改修・再配置
や社会教育施設の利活用、上下水
道施設の再整備等、地方公共団体様
の課題は山積。

◆研究会では、具体的なテーマを選定
し参加者がディスカッションし、課
題解決に向けたアイディアを創出。

◆各地方公共団体様が策定している計
画の推進について連携しサポート。

（一財）日本経済研究所エグゼクティブ・フェロー金谷隆正様の講演

地方公共団体様・民間企業様・当行行員でワークショップを開催
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新産業分野への支援

新産業分野に関するサポート

◆当行は、今後成長が見込まれるイノベーションコースト構想（ロボット産業集積）、

再生可能エネルギー産業集積、医療・介護等の分野へのサポートとして、本年４月

に法人営業部内に「新産業金融推進室」を設置。

◆震災からの復興を目指す県内浜通り地域のイノベーションコースト構想や再生可能

エネルギーについて、県内への企業誘致を進めるべく、当行が率先してサポート。

◆産総研福島再生可能エネルギー研究所様との連携による技術開発サポート。

◆ふくしま医療機器産業推進機構様との連携による技術開発・事業化サポート。

◆東北経済団体連合会ビジネスセンターとの連携による事業化・販路拡大サポート。

◆福島県よろず支援拠点との連携による創業・第二創業サポート。

◆福島大学・福島県立医科大学・会津大学・日本大学工学部・福島高専・いわき明星

大学等との高等教育機関と連携した事業化サポート。

新産業分野の関係機関との連携
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創業・次世代経営者支援の取組み

ふるさと総活躍応援ファンド

～創業期・成長分野などに取組まれているお客様さま～

株式引受・社債引受

「とうほう・ふるさと総活躍応援ファンド」

（平成２８年４月から取扱い開始）

出 資 出資・運営

当行
９億９千万円

出資総額
１０億円

東邦リース
山田ビジネスコ
ンサルティング

１千万円

次世代経営者支援体制の構築

◆復興応援「とうほう次世代経営者倶楽部」

【とうほう次世代経営者セミナー】

◆「とうほう次世代経営塾」

現在第５期生までネットワークが構築

創設の目的

◎ 人脈づくりのお手伝い
◎ 復興に向けた情報の提供
◎ 経営者としてのスキルアップ支援

「とうほう創業支援塾」の開催

福島市 郡山市 川俣町

１名 ３名 ８名

平成２９年度実績（開催地・参加人数）

◆各地方公共団体様が規定する、特定創業支援事業への支
援。

◆当行と福島県中小企業診断協会様が連携し、協会に所属
する中小企業診断士が支援。

◆少人数のため、参加者と講師の関係が近く伴走型の運営
が特徴。

「とうほう“起業家応援”相談会」の開催

◆原則月１回、創業や経営課題解決のため相談会を開催。
◆福島県よろず支援拠点様との連携により、参加者の課題
に対する専門家が相対で支援を実施。

◆福島市の本店で開催。遠方の方は、当行各営業店と本店
をテレビ回線でつないで対応。

ＩＰＯ支援

◆ＩＰＯ（株式上場）を目指す地元企業を支援。



12

在京福島県経済人の集い

（左から）砂子田東京福島県人会会長、内堀知事、北村頭取

在京福島県経済人の集いの開催

◆本年２月２日、東京・帝国ホテルで
「ふるさと応援 在京福島県経済人の
集い」を開催。福島県ゆかりの在京
経済人と、内堀知事、県内各市町村
長ら総勢２８０名様が一同に会し、
ふるさと“ふくしま”復興のために
交流を深めた。

◆この集いは、首都圏で活躍する本県
ゆかりの経済人と県内地方公共団体
様等の交流による「人材のマッチン
グ」を通じ、新たな活力創出を目的
に当行が企画したもので、地方銀行
では初めての取組み。

◆企業の首脳陣と首長が直接懇話する
ことで、企業誘致や地域の課題解決
に向けた施策へのサポート。

◆地方と首都圏を結ぶ需要な機会であ
り、地方創生実現のため来年２月２
日に開催予定。

平成２９年２月３日付福島民報
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地域資源を活用したふるさと名物サポート
＜各種ファンド・食の商談会＞

ファンドを活用した支援

＜ふるさと総活躍応援ファンド（再掲）＞

◆創業時・成長期の企業を中心に幅広い業種・分野に投資。

◆昨年から取扱いを開始し、現在は８先の投資が決定。

＜クラウドファンディング支援＞

◆ミュージックセキュリティーズ㈱と連携したクラウドファンディング支援。

◆昨年度より、福島県様と同社が連携し、出展費用やＰＲ費用等の補助金制度が創設。

◆当行も両者と連携し、地域資源を活用した販路拡大に向け支援を継続。

＜ふくしまフードフェア＞（当行・福島県様等と主催）

◆毎年１回、福島県郡山市のビッグパレットふくし
まを会場に、６次産業等の販路拡大を目指し大規
模な展示会を開催。

◆県内企業を中心に約１８０社が参加。
＜地方銀行フードセレクション＞
◆全国の地方銀行協力による展示会の開催。東京都
のビッグサイトに出展者が集結。

◆当行関係は２７社が参加。

食の商談会の開催

ふくしまフードフェアで国内外に販路拡大を目指す！
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地域資源を活用したふるさと名物サポート
＜「ふるさと応援！ふくしま酒まつり」・通販事業＞

「ふるさと応援！ふくしま酒まつり」

◆平成２６年から、福島県内の地酒のＰＲと販路

拡大を目的に、東京都丸の内の「丸ビル」にて

イベントを開催。

◆福島県様、ふくしま館MIDETTEや福島県酒造

協同組合様等と連携し、ワンコインで３種の地

酒を提供する飲み比べセットや地酒の直販を実

施。

◆今年は来場者数約２千名、約２千セットの実績。

◆福島県内の名産品を通販事業への協力・協賛
により販路拡大をサポート。

◆平成２４年４月から事業を開始。
◆平成２９年９月現在、累計販売数１８５千件、
累計販売金額７５７百万円。

通販事業への協力・協賛
祝！５年連続全国新酒鑑評会金賞受賞数日本一！

各種通販事業で販路拡大をサポート
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移住・住みかえ応援ローンの創設

◆本年３月より、当行と一般社団法人
移住・住みかえ支援機構（ＪＴＩ）
が連携し、「＜とうほう＞移住・住
みかえ応援ローン」を創設。空き家
の有効活用を提案。

◆ＪＴＩのマイホーム借上げ制度を活
用した商品を推進し、空き家へのリ
フォーム需要への対応や、県外から
県内への移住を応援。

◆今後、空き家や中古住宅の利活用に
対するニーズが更に高まることが予
想。

◆地方公共団体の空き家バンクに対す
る支援。

◆包括連携協定を締結している地方公
共団体との情報共有。

空き家対策に関する取組み

地方公共団体様と連携した空き家対策

東邦銀行「＜とうほう＞移住・住みかえ応援ローン」
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関係機関と連携した婚活支援

結婚相手紹介サービス業と連携した婚活支援

１．事業承継への婚活支援
◆結婚相手紹介サービス業の「マリッ
ジパートナーズ㈱」と包括業務提携
し、経営者自身や後継者の婚活を支
援。

◆地域企業様の事業承継の取組みによ
り事業継続や人口増加へのきっかけ
づくりを支援。

２．地方公共団体様の婚活支援
◆人口減少に悩む地方公共団体様の課
題解決に向け、自治体が主催する婚
活イベントや世話 やき人養成（ボラ
ンティア）事業への支援。

◆同社が運営主体となり、イベント等
を開催（右図ご参照）。

当行が企業様・地方公共団体様の課題
解決に向け、マリッジパートナーズ㈱
と連携し出会いの場を創出。

【本宮市様】クリスマスの時期に合わせた婚活イベント
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婚活支援と移住・定住促進

婚活支援と移住・定住促進

１．地方と都市部をつなぐ婚活支援
◆都市部に転居した女性と、地元在住
の男性を対象とした出張婚活イベン
トの開催。

◆地元に戻りたい女性と、出会いを求
める男性のニーズがマッチング。

２．婚活支援と移住・定住促進
◆婚活イベントで出会った男女が、交
際後に同居⇒住まいをアパートに求
めるほか、県内でもリノベーション
中古住宅へのニーズが高まる期待。

婚活支援
＋

若者に対する移住ＰＲ
【南相馬市様】都市部（仙台市）に出張する婚活イベント
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観光支援

東北地銀６行及び日本政策投資銀行様の連携

◆東北地域全体での観光支援を図るた
め東北地銀６行及び日本政策投資銀
行様との連携による業務協力協定を
締結。

◆今後、共同事業を企画して東北の魅
力の更なるＰＲ、観光振興を展開予
定。

地方公共団体様と連携した観光ＰＲ

福島と米沢の架け橋に

◆当行、福島市様、山形県様及び米沢
市様が連携し、東北中央自動車道開
通（福島大笹生～米沢北）記念とし
て、福島市及び米沢市で街頭ＰＲを
実施。

◆南相馬市様と連携し、伝統的な祭り
である「相馬野馬追」をＰＲ。甲冑
姿の当行行員がインパクト絶大。

平成２９年３月に観光振興のため締結

歩行者が振り返る甲冑姿
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廃校活用と当行の関わり

廃校をアニメ制作の聖地に

◆「新世紀エヴァンゲリオン」などを
手掛けた「ガイナックス」社が、三
春町立旧桜中学校様の廃校を活用し
㈱福島ガイナックスを設立。

◆同時に、日本初となるアニメーショ
ンミュージアム「福島さくら遊学舎
」もオープンし、地元アニメーター
の育成も実施。

㈱福島ガイナックス社と当行の連携

◆平成２７年１０月より、㈱福島ガイ
ナックス社が制作したテレビＣＭの
放映を開始。本年９月から第２弾が
登場。

◆主人公の女性新入行員「日向さやか
」が地域社会で奮闘し、成長する姿
を描くストーリー。

◆デザインには「新世紀エヴァンゲリ
オン」主要キャラクターを制作した
貞本義行氏を起用。

中学校をリノベーションした創作拠点
（福島大学・東邦銀行連携事業「地域戦略研究会」資料より）

廃校活用＋アニメで地域活性化！

（東邦銀行「未来へのかけ橋 ～Bridge for future～」）より
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地方創生セミナーの開催

地方創生を推進するためのセミナー

◆毎年１回、地方創生の施策立案支援
のため、当行主催による「地方創生
セミナー」を開催。

◆８月２４日（木）に元観光庁長官の
溝畑宏様、㈱ブランド総合研究所の
田中章雄様を講師に招き、開催。

◆福島県内の地方公共団体様の首長や
民間企業様、各団体様等、約２３０
名様が参加。

県内地方公共団体様の関心のあるテーマ設定

◆今回は、観光振興や地域ブランドづ
くり、発信力向上をテーマを設定。
地方創生への施策立案を学ぶ。

◆昨年度は農業振興と婚活支援をテー
マに２回開催。

◆今後も地方公共団体様の施策立案に
寄与するよう、セミナーを開催予定。

元観光庁長官（現：大阪観光局理事長）の溝畑宏氏による講演

㈱ブランド総合研究所の田中章雄氏による講演
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地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）研修会

地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）研修会の開催

◆当行と福島市様の包括連携協定に基づき、
内閣府様がインターネット上で公表してい
る地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）の
研修会を２回開催。

◆当行及び（一財）とうほう地域総合研究所
が講師となり、市職員様合わせて約１００
名様がＲＥＳＡＳを操作。
政策立案の活用に役立てた。

福島大学との連携によるＲＥＳＡＳ活用研究

◆当行と福島大学様との連携による「
地域戦略研究会」において、今年度
の研究テーマをＲＥＳＡＳ活用によ
るまちづくりとし、データを収集。

◆学生の視点で県内の地方創生への政
策をまとめ、１２月９日（土）に「
地域戦略フォーラム」を開催し、学
生の視点から施策立案の発表を行う
予定。

当行行員によるＲＥＳＡＳの操作説明

ＲＥＳＡＳを実際に活用したデータ収集の手法を活用
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Ⅱ．福島県内のＰＰＰ事例
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県内地方公共団体様のＰＰＰ（一例）

福島県様のＰＰＰ

◆福島県様・東京海上日動火災株式会
社様、当行による三者連携協定を締
結。行政・保険会社・金融機関の連
携協定は全国初。

◆これまで大学生を対象とした「仕事
体感ツアー」やＢＣＰセミナー、東
京海上様本店での「ふくしまマル
シェ」を開催。

◆福島市様とカルビー㈱様が連携し、
郷土料理「いかにんじん」味のポテ
トチップスを昨年発売。

◆異例の再々発売となり、今年から４
７都道府県ご当地チップスを発売。

◆袋に福島市様のシティプロモーション
が施され、全国へのＰＲとなっている。

※福島市様ホームページより引用・当行編集

福島市様のＰＰＰ

若年層への支援を目的に地方創生を目指す

袋の裏側に花見山のプロモーションが掲載
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県内地方公共団体様のＰＰＰ（一例）

会津若松市様のＰＰＰ

◆会津若松市様とアクセンチュア様が連携し、東日本大震災からの復興や雇用創出
を目的に「福島イノベーションセンター」を設立。

◆ＡＩ、ＩｏＴなどの先進的な技術を活用し、ＩＴ関連企業の集積を目指す。

◆政府は、先進的なテクノロジーを活用した産業集積を「第４次産業革命」とし、
今後の産業構造や就業構造が劇的に変革する中で、雇用創出の効果が期待。

◆平成２７年に郡山市様と（公財）三菱商事
復興支援財団様が連携し、果樹農業６次産
業化プロジェクトを開始。

◆福島県産果実を使用し、「ふくしま逢瀬ワ
イナリー」で製造したワインの出荷を開始。

◆今後は、従事する人材の育成等を目指し、
更なる活性化を図る。

※郡山市様ホームページより引用・当行編集

郡山市様のＰＰＰ

郡山産ワインの誕生は来年予定。６次産業化が推進
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Ⅲ．「ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ

研究会」について
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「ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」の概要

◆創設

平成２６年４月２５日

◆目的

県内のＰＰＰ・ＰＦＩ事業の普及を促進し、公共施設等の建設や維持
管理等に関し、公民連携による地域経済活性化に資するため、事業のノ
ウハウの習得等について、県内地方公共団体様及び建設業を主とする民
間企業様の参加のもと、定期的に勉強会を開催する

◆参加対象者

県内各地方公共団体様、地場大手建設会社様、設計会社様等（県内外
を問わない）

◆主な活動内容

セミナーの開催、ＰＰＰ・ＰＦＩに関する情報提供等

◆参加団体数等（Ｈ２９．５月時点）

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回
団体数 22 37 38 46 53 62 65
会員数 37 81 101 119 137 157 186
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「ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」の内容

有識者の方からのご講演

◆一般財団法人日本経済研究所エグゼクテ
ィブ・フェローの金谷隆正様をはじめ、
有識者を招いて講演。

◆ＰＰＰ・ＰＦＩに関する知識の習得や、
現在の国の考え方や全国地方公共団体の
事例等を学ぶ。

◆初めての参加者もＰＰＰ・ＰＦＩの知識
習得が可能。

参加者によるワークショップ

◆参加者がテーマに沿ってグループで
ディスカッションを行い、発表する
ワークショップを開催。本研究会の
特徴的な取組み。

◆本年５月の研究会は、実際の公共施
設を取り上げ、公共施設の集約化や
跡地利用等を議論するなど、各地方
公共団体が抱えるテーマを設定。

第３回から現在まで金谷講師にご講演をいただく

白熱していつもタイムオーバーとなるワークショップ
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「ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」の内容②

地方公共団体様の取組み発表

◆福島市様の下水道に関するビジョン
や、郡山市様のＰＰＰへの取組み事
例等の発表。各市が検討するＰＰＰ・
ＰＦＩについて学ぶ。

◆各地方公共団体が抱える課題は多く、
人口減少社会や予算の制約がある現在
では、「公民連携」が必要不可欠であ
ることを共有。

ＰＦＩを実際に活用されている民間事業者様の事例発表

◆山形県東根市様のＰＦＩを活用した
社会教育施設に関し、建設・設計に
携わった鹿島建設株式会社様、株式
会社山下設計東北支社様、運営面か
ら株式会社図書館総合研究所様より
事例発表。

◆公共施設の複合化による集約、質の
高いサービス提供による市民満足度
の向上等が発表。

郡山市・佐藤様の発表

（左から）鹿島建設㈱吉田様、㈱山下設計谷口様、
㈱図書館総合研究所野田様の発表

福島市・吉田様の発表
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ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会参加者アンケート結果

参加者の感想（当行アンケート調査より）

◆主なご意見

・「自治体だけでなく、民間事業者や金融機関でどのような意見を持っ

ているのか知ることができた。今後もこのような機会に触れ、意見を

聞ければと思う。」（地方公共団体様職員）

・「行政職員だけの研修、ディスカッションは多く参加してきたが、

民間事業者の方も一緒になって考えることのできる機会は非常にあり

がたい。」（地方公共団体様職員）

・「自治体担当者との意見交換で、プロポーザルコンペの実施方法につ

いて民間からの意見が言えた。」（民間事業者様）

参加者満足度 ９０％以上
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ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会参加者のご意見

【アンケートや意見交換会での特徴的なご意見】

地方公共団体様
からのご意見

・ＰＰＰ・ＰＦＩは大変そうな事業と
思っていたが、民間企業の方と意見交
換することで事業イメージが湧いた。
・行政から直接民間企業に解決策を聞
くことは困難であり、このような公民
連携のプラットフォームがあることは
ありがたい。

民間企業様
からのご意見

・行政が抱える課題を直接聞けたこと
は、非常に有意義。
・行政の課題が見えることができれば、
民間企業としてサポートできる部分は
ぜひしたい。
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Ⅳ．ＰＰＰ・ＰＦＩ推進への課題
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地方公共団体様の現状

地方公共団体の職員数の推移

◆平成６年以降、全国の地方公共団体
様職員数は減少の一途。

◆平成１２年には「地方分権一括法」が
施行され、現在は地方創生にかかる「
地方版総合戦略」の施策実施等、地方
公共団体様の環境は激変。

財政面の推移

◆民生費等の増加により、地方公共団
体が独自施策に活用できる予算は減
少。経常収支比率（予算の中で人件
費・扶助費・公債費等の経常的に支
出される予算）の割合は１０年以上
９０％超。
⇒財政状況は厳しい団体が多い。

出典：総務省「平成２９年度地方財政白書」より引用・当行編集

民生費の推移 経常収支比率の推移

出典：総務省「平成２９年度地方財政白書」より引用・当行編集
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地方公共団体様の課題

地方公共団体様のＰＰＰ・ＰＦＩの課題・イメージ

①ＰＰＰ・ＰＦＩは大変で難しそう。Ｐ
ＦＩの事業案件には相当な時間がかか
り、これまでの公共事業で発注した方
が期間が短そう。

②専門知識を持つ職員がいないor足りな
い。

③地方公共団体様がＰＰＰ・ＰＦＩの施
策を展開しようとしても、民間企業様
の意見が聞けない。

地方公共団体様を取り巻く環境

◆職員の減少、財政面での厳しい環境
が続いている。

◆今後も人口減少社会・高齢社会が続
く見通しであり、社会保障費等の財
政支出増加が不可避。

今こそ地方創生・地域活性化のため
ＰＰＰ・ＰＦＩを推進！！！
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ＰＦＩの期間

①ＰＦＩの案件は時間がかかる？

【地方公共団体様の主な事務】
※期間は用途や各事業によって異なります。

実施方針公表、パブリックコメント実施、入札公

告、提案書受付等
約８か月

審査・結果発表、仮契約、議会承認（本契約） 約５か月

合計 約３４か月

事項 期間

部署横断組織（ＰＦＩ推進組織）立ち上げ、調査費

議会承認
約４か月

ＰＦＩ導入可能性調査、産学官金プラットフォーム

構築・意見まとめ
約１７か月

出典：平成２９年５月「第７回 ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」資料より編集

約３年！
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ＰＰＰ・ＰＦＩの人材育成

②ＰＰＰ・ＰＦＩの知識習得

【ＰＰＰ・ＰＦＩの知識習得・人材育成（一例）】
１．国の機関
（１）内閣府民間資金等活用事業推進室（ＰＦＩ推進室）様

⇒案件形成、専門家派遣支援等
（２）国土交通省総合政策局官民連携政策課様

⇒地域プラットフォーム形成支援等

２．民間支援機関
株式会社日本政策投資銀行様主催「ＰＰＰ／ＰＦＩ大学校」

⇒現在、第７期が開講。（一財）日本経済研究所エグゼクティ
ブ・フェローの金谷隆正様がコーディネーター。全国のＰＰ
Ｐ・ＰＦＩの具体的な事例等を学ぶ。
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さいたま市様の取組み

③ＰＰＰ・ＰＦＩの課題発出手法

【さいたま市様の事例】
◆「さいたま市提案型公共サービス公民連携制度」に基づき、行政の課題である施設の
有効利用や未利用地の活用方法の提案を募集。

◆毎年度事業内容が更新され、今年度は８事業の提案（レストランスペース、未利用地
やネーミングライツ）を募集。

◆市の審査を経て、随意契約や入札等により事業化。

出典：さいたま市様ホームページより編集

＜Ｐｏｉｎｔ！＞
◆行政が課題を自ら発出して民
間提案を募集。

◆民間のノウハウと市の計画・
施策を合わせて地域の課題解
決を図る。

◆プロポーザルや一般競争入札
による選定の場合は、提案者
に全体評価点の５％を加点し
てインセンティブを確保。
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民間企業様の課題

民間企業様のＰＰＰ・ＰＦＩの課題・イメージ

◆ＰＰＰ・ＰＦＩは大変で難しそう。
⇒①をご参照

◆民間提案してもインセンティブが無い
のでは？⇒③をご参照

④必要な事業のイメージがわかない。
⑤大手事業者等に仕事を取られ、地元
企業が参画できないのではないか？

民間企業様の取り巻く環境

◆福島県内での復興需要が一段落し、
公共事業の発注減少が予想。

◆ＰＰＰ・ＰＦＩへの対応には関係機
関が連携して新しいサービスを提供
する必要がある。

新しい公共サービス提供への
体制構築が必要！
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ＰＦＩへの民間企業様の関わり

④民間企業様からみたＰＦＩに必要な事務は？

【民間企業様の主な事務】
※内容は用途や各事業によって異なります。

出典：平成２９年５月「第７回 ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」事務局作成資料より編集

事項

民間提案資料作成

産官学金プラットフォームへの参加

ＳＰＣ（特別目的企業）の検討設立、契約締結、

建設・運営
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山形県東根市様の事例

⑤大手総合建設会社様ばかりが仕事を請け負うのか？大規模な地方公共団体でないとＰＦＩは進まない？

【山形県東根市様の事例】
◆東根市様は人口５万人弱。これまで４件のＰＦＩを具現化。
◆ＰＦＩのメリットは、設計・建築から運営まで一括で実施され
る点。

◆昨年オープンした「まなびあてらす」は、美術館・図書館・市
民活動支援センター・都市公園・カフェテリア等が集約。

◆設計段階から、施設のコンセプトにあった什器のデザインが施
され、施設の一体感が高まる。

◆ＳＰＣは、大手総合建設会社様と地元企業様で構成。特に運営
・維持管理上の課題解決やメンテナンスは迅速な対応が必要な
ため、地元企業の存在が不可欠。

出典：平成２９年５月「第７回 ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」資料より編集
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＜Ⅴ．ＰＰＰ・ＰＦＩを推進するた

めに＞
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ＰＰＰ・ＰＦＩを推進するために

まずは、地方公共団体様の課題発出を！

【ＰＰＰ・ＰＦＩを推進するポイント】
１．地方公共団体様の「課題は何か」を可視化する
⇒人口減少社会・高齢社会の中で「行政経営の課題は
何か、何を求めているのか」を明確に！
行政経営の課題＝地域の課題として発出を！

例：公共施設の運営費・・・ネーミングライツ等
空き家対策・・・不動産業、建築士会等幅広い

分野の産業と連携
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ＰＰＰ・ＰＦＩを推進するために

次に、公民連携のプラットフォーム構築を！

【ＰＰＰ・ＰＦＩを推進するポイント】
２．地方公共団体様と民間企業様の接点を創る
⇒地方公共団体様の課題解決に向け、民間企業様が協
力できる施策や範囲を知るために、公民連携のプラ
ットフォーム構築を！

～構築には、当行の「ふくしまＰＰＰ／ＰＦＩ研究会」
を活かした公民対話の場の創出をご検討ください～
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地域金融機関の役割とサポート

地域金融機関だからこそできること

【地域金融機関としての役割と今後の取組み】
１．役割

地方公共団体様と地域企業様のニーズの共有、マッ
チングをサポート。「地域と一蓮托生」である地域金
融機関だからこそ福島県の発展に貢献。

２．今後の取組み
当行グループ・関係各所が一体となり、経営課題・

地域課題解決に向けた各種ご提案を実施。

皆さまと連携して、福島県の地方創生を目指します！
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ご静聴ありがとうございました！
ＰＰＰ・ＰＦＩ、地方創生についてのお問い合わせは、

東邦銀行 法人営業部 公務・地域振興室（電話：０２４－５２３－０９７２）まで！


